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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第50期

第１四半期累計期間
第51期

第１四半期累計期間
第50期

会計期間
自 平成28年２月１日
至 平成28年４月30日

自 平成29年２月１日
至 平成29年４月30日

自 平成28年２月１日
至 平成29年１月31日

売上高 (千円) 2,097,624 2,305,053 9,521,870

経常利益 (千円) 136,568 72,462 599,790

四半期(当期)純利益 (千円) 94,824 47,997 400,947

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 456,300 456,300 456,300

発行済株式総数 (株) 4,098,000 4,098,000 4,098,000

純資産額 (千円) 5,917,296 6,290,166 6,307,578

総資産額 (千円) 8,143,336 8,859,093 8,961,885

１株当たり四半期(当期)純利益
金額

(円) 27.06 13.70 114.40

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 15.00

自己資本比率 (％) 72.7 71.0 70.4
 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経常指標等の推移につ

いては、記載しておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社がないため記載しておりません。

４　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、海外経済の不確実性による景気の不透明感を残すものの、政府の

各種政策の効果もあり、企業の設備投資や個人消費が堅調に推移しております。

建設業界におきましては、民間設備投資が比較的堅調にあるなか、公共投資や住宅建設は横ばいに推移致しまし

たが、建設資材の価格上昇や人手不足による労務費の増加など、経営環境は依然として厳しい状況で推移しており

ます。

このような状況のなかで当社は、２月に名古屋支店で『建築部』を立ち上げたことをはじめ、昨年当社主体で設

立した協会の工法の普及及び新たな工法の開発など、基礎工事専門職の特徴を活かした業績拡大を目指し、創業か

ら脈々と受け継がれる経営理念を大切に中長期目標である150億円の売上達成に努力しております。

この結果、当第１四半期累計期間の売上高につきましては、23億５百万円（前年同期比9.9％増）となりました。

損益につきましては、営業利益は62百万円（前年同期比47.0％減）、経常利益は72百万円（前年同期比46.9％

減）、四半期純利益は47百万円（前年同期比49.4％減）となりました。

なお、セグメント別の業績は次のとおりであります。

特殊土木工事等事業における当第１四半期累計期間の完成工事高は12億49百万円（前年同期比36.8％増）とな

り、セグメント利益は41百万円（前年同期比45.9％減）となりました。

住宅関連工事事業における当第１四半期累計期間の完成工事高は10億43百万円（前年同期比11.0％減）となり、

セグメント利益は15百万円（前年同期比56.6％減）となりました。

機械製造販売等事業における当第１四半期累計期間の売上高は０百万円、セグメント利益は０百万円となりまし

た。なお、前第１四半期累計期間においては、受注実績及び販売実績はなく、売上高及びセグメント利益は発生し

ておりません。

再生可能エネルギー等事業における当第１四半期累計期間の売上高は11百万円（前年同期比1.0％減）となり、セ

グメント利益は５百万円（前年同期比4.0％増）となりました。
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(2) 財政状態の分析

(資産)

当第１四半期会計期間末における資産合計は88億59百万円となり、前事業年度末に比べ１億２百万円減少いた

しました。その主な要因は、現金預金が３億81百万円減少したことによります。

(負債)

当第１四半期会計期間末における負債合計は25億68百万円となり、前事業年度末に比べ85百万円減少いたしま

した。その主な要因は、未払法人税等が１億８百万円減少したことによります。

(純資産)

当第１四半期会計期間末における純資産合計は62億90百万円となり、前事業年度末に比べ17百万円減少いたし

ました。その主な要因は、その他有価証券評価差額金が12百万円減少したことによります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更及び新たに生じ

た課題はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第１四半期累計期間の研究開発費の総額は５百万円であります。

EDINET提出書類

太洋基礎工業株式会社(E00287)

四半期報告書

 5/18



第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 14,000,000

計 14,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年４月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年６月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,098,000 4,098,000
東京証券取引所

JASDAQ(スタンダード)
単元株式数　1,000株

計 4,098,000 4,098,000 ― ―
 

 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年２月１日～
平成29年４月30日

─ 4,098 ─ 456,300 ─ 340,700
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成29年１月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成29年４月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 593,000
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 3,500,000
 

 

3,500 ―

単元未満株式 普通株式 5,000
 

 

― ―

発行済株式総数 4,098,000 ― ―

総株主の議決権 ― 3,500 ―
 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が270株含まれております。

 

② 【自己株式等】

    平成29年４月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
太洋基礎工業株式会社

名古屋市中川区柳森町107
番地

593,000 ― 593,000 14.47

計 ― 593,000 ― 593,000 14.47
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(平成29年２月１日から平成29年

４月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成29年２月１日から平成29年４月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成29年１月31日)
当第１四半期会計期間
(平成29年４月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 3,835,007 3,453,270

  受取手形 229,499 ※1  256,495

  完成工事未収入金 1,531,936 1,328,319

  未成工事支出金 309,119 484,634

  繰延税金資産 52,749 72,939

  その他 437,061 ※1  335,431

  貸倒引当金 △120 △90

  流動資産合計 6,395,253 5,931,001

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物（純額） 128,608 126,942

   機械及び装置（純額） 411,774 490,515

   土地 824,080 824,080

   リース資産（純額） 29,513 27,056

   建設仮勘定 32,069 -

   その他（純額） 5,864 5,325

   有形固定資産合計 1,431,910 1,473,921

  無形固定資産 14,291 13,628

  投資その他の資産   

   投資有価証券 788,698 1,111,167

   破産更生債権等 14,807 12,500

   その他 368,895 366,539

   貸倒引当金 △51,971 △49,664

   投資その他の資産合計 1,120,428 1,440,542

  固定資産合計 2,566,631 2,928,092

 資産合計 8,961,885 8,859,093
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成29年１月31日)
当第１四半期会計期間
(平成29年４月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 738,935 647,844

  工事未払金 855,812 775,877

  1年内返済予定の長期借入金 82,484 77,076

  リース債務 9,268 9,356

  未払法人税等 150,167 41,586

  未成工事受入金 73,684 140,532

  工事損失引当金 38,714 37,346

  賞与引当金 32,890 74,589

  役員賞与引当金 4,400 -

  その他 131,197 264,781

  流動負債合計 2,117,555 2,068,991

 固定負債   

  長期借入金 122,753 105,184

  リース債務 37,321 34,949

  繰延税金負債 73,889 75,489

  退職給付引当金 186,214 201,895

  役員退職慰労引当金 112,174 78,000

  資産除去債務 4,396 4,417

  固定負債合計 536,750 499,935

 負債合計 2,654,306 2,568,927

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 456,300 456,300

  資本剰余金 377,686 377,686

  利益剰余金 5,580,377 5,575,803

  自己株式 △378,681 △378,711

  株主資本合計 6,035,681 6,031,078

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 271,896 259,088

  評価・換算差額等合計 271,896 259,088

 純資産合計 6,307,578 6,290,166

負債純資産合計 8,961,885 8,859,093
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(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期累計期間
(自 平成28年２月１日
　至 平成28年４月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成29年２月１日
　至 平成29年４月30日)

売上高   

 完成工事高 2,085,992 2,293,147

 兼業事業売上高 11,631 11,905

 売上高合計 2,097,624 2,305,053

売上原価   

 完成工事原価 1,809,366 2,058,556

 兼業事業売上原価 6,553 6,564

 売上原価合計 1,815,919 2,065,121

売上総利益   

 完成工事総利益 276,626 234,590

 兼業事業総利益 5,078 5,341

 売上総利益合計 281,705 239,932

販売費及び一般管理費 163,223 177,134

営業利益 118,482 62,798

営業外収益   

 受取利息 319 311

 受取配当金 300 76

 受取賃貸料 3,794 2,941

 生命保険配当金 5,050 6,149

 受取保険金 9,990 304

 その他 1,992 2,331

 営業外収益合計 21,446 12,114

営業外費用   

 支払利息 604 635

 賃貸費用 2,434 1,814

 その他 321 -

 営業外費用合計 3,359 2,450

経常利益 136,568 72,462

特別利益   

 収用補償金 10,649 -

 固定資産売却益 - 513

 会員権売却益 - 19

 特別利益合計 10,649 533

特別損失   

 固定資産除売却損 1,642 -

 特別損失合計 1,642 -

税引前四半期純利益 145,575 72,996

法人税、住民税及び事業税 68,150 40,590

法人税等調整額 △17,399 △15,590

法人税等合計 50,750 24,999

四半期純利益 94,824 47,997
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【注記事項】

(追加情報)

(繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日)を当第１

四半期会計期間から適用しております。

 

(四半期貸借対照表関係)

※１　四半期会計期間末日満期手形等

四半期会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第１四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形等が四半

期会計期間末残高に含まれております。

 
前事業年度

(平成29年１月31日)
当第１四半期会計期間
(平成29年４月30日)

受取手形 ―千円 40,300千円

その他流動資産 ― 19,710 
 

　

(四半期損益計算書関係)

前第１四半期累計期間（自 平成28年２月１日　至 平成28年４月30日）及び当第１四半期累計期間（自 平成

29年２月１日　至 平成29年４月30日）

 

当社の完成工事高は、通常の営業形態として、契約により工事の完成引渡しが、第４四半期会計期間に集中して

いるため、第１四半期会計期間から第３四半期会計期間における完成工事高に比べ第４四半期会計期間の完成工事

高が著しく多くなるといった季節的変動がありますが、工事進行基準に基づく完成工事高が工事の進捗度に応じて

分散される割合が高まるため、季節的変動は軽減される傾向にあります。

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第１四半期累計期間
(自 平成28年２月１日
至 平成28年４月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成29年２月１日
至 平成29年４月30日)

減価償却費 47,532千円 47,311千円
 

 

EDINET提出書類

太洋基礎工業株式会社(E00287)

四半期報告書

12/18



 

(株主資本等関係)

前第１四半期累計期間(自 平成28年２月１日 至 平成28年４月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年４月26日
定時株主総会

普通株式 52,572 15.00 平成28年１月31日 平成28年４月27日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

当第１四半期累計期間(自 平成29年２月１日 至 平成29年４月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年４月26日
定時株主総会

普通株式 52,570 15.00 平成29年１月31日 平成29年４月27日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期累計期間(自 平成28年２月１日 至 平成28年４月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  (単位：千円)

 

報告セグメント

合計
特殊土木工事等

事業
住宅関連工事
事業

機械製造販売等
事業

再生可能
エネルギー等
事業

売上高      

  外部顧客への売上高 913,113 1,172,879 ― 11,631 2,097,624

 セグメント間の
　内部売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 913,113 1,172,879 ― 11,631 2,097,624

セグメント利益 77,285 36,117 ― 5,078 118,482
 

(注) セグメント利益の合計は四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

 

Ⅱ 当第１四半期累計期間(自 平成29年２月１日 至 平成29年４月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  (単位：千円)

 

報告セグメント

合計
特殊土木工事等

事業
住宅関連工事
事業

機械製造販売等
事業

再生可能
エネルギー等
事業

売上高      

  外部顧客への売上高 1,249,188 1,043,959 390 11,515 2,305,053

 セグメント間の
　内部売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 1,249,188 1,043,959 390 11,515 2,305,053

セグメント利益 41,807 15,659 49 5,281 62,798
 

(注) セグメント利益の合計は四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期累計期間
(自 平成28年２月１日
至 平成28年４月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成29年２月１日
至 平成29年４月30日)

１株当たり四半期純利益金額 27円06銭 13円70銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(千円) 94,824 47,997

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 94,824 47,997

普通株式の期中平均株式数(千株) 3,504 3,504
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。　
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２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年６月13日

太洋基礎工業株式会社

取締役会  御中

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 　楠　　元　　　　　宏   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   大　　橋　　敦　　司   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている太洋基礎工業株

式会社の平成29年２月１日から平成30年１月31日までの第51期事業年度の第１四半期会計期間（平成29年２月１日から

平成29年４月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成29年２月１日から平成29年４月30日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、太洋基礎工業株式会社の平成29年４月30日現在の財政状態及び同日をもっ

て終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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